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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第117期
第３四半期
連結累計期間

第118期
第３四半期
連結累計期間

第117期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （百万円） 603,143 640,701 841,456

経常利益 （百万円） 66,009 78,879 95,336

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 39,938 47,517 56,692

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 49,405 65,502 63,696

純資産額 （百万円） 367,551 418,233 381,000

総資産額 （百万円） 634,087 643,737 658,341

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 248.54 295.65 352.80

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 248.44 295.55 352.66

自己資本比率 （％） 51.07 59.51 51.04

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 71,633 73,670 98,388

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △34,287 △44,521 △72,486

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △15,499 △16,067 △16,624

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 52,849 44,425 39,500

 

回次
第117期
第３四半期
連結会計期間

第118期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 105.85 114.23

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動については、以下の通りであります。

（中国）

当社は、平成29年９月28日開催の取締役会において、当社の連結子会社である上海小糸車灯有限公司の当社持分全

てを譲渡すること、及びこの持分譲渡に伴い、当該子会社との間における現行生産品の取扱いにかかる契約を、従来

に比して、より限定的な内容の技術に関する契約に変更し締結することを決議し、同日、締結いたしました。当該契

約締結に伴い、当社の上海小糸車灯有限公司に対する実質的な支配力が無くなったため、連結の範囲から除外し、持

分法適用の範囲に含めております。なお、持分譲渡実行は平成30年３月末を予定しております。

（アジア）

当社は、マレーシア ネグリセンビラン州に連結子会社「コイト・マレーシア・エス・ディ・エヌ・ビィ・エッ

チ・ディ」を設立し、平成29年12月までに60百万リンギットの出資を実行いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済情勢は、雇用環境改善を背景に個人消費が持ち直し、設備投資や

輸出も増加したことから、緩やかな回復基調で推移いたしました。世界においては、米国・欧州経済が比較的堅調、

中国の成長鈍化、保護主義的政策への懸念や地政学的リスク等はあるものの、総じて堅調に推移いたしました。

 

自動車産業におきましては、国内は、登録車の新車効果や軽自動車の販売回復等により、生産台数は前年同期に比

べ増加いたしました。海外では、米国が減産のなか、中国・アジア・欧州の需要増等により、世界の自動車生産台数

は前年同期に比べ増加いたしました。

 

このような状況のもと、当第３四半期連結累計期間における売上高は、新規受注の拡大、自動車ランプのＬＥＤ化

進展等に伴い、主力の自動車照明関連事業が増収となり、前年同期比6.2％増の6,407億円となりました。

 
セグメントの状況は、以下のとおりです。

〔日　本〕

自動車生産台数が増加するなか、新規受注の拡大や自動車ランプのＬＥＤ化進展により、売上高は前年同期比

14.3％増の2,624億円となりました。

〔北　米〕

自動車生産台数は減少したものの、新規受注の拡大やＬＥＤ化進展により、売上高は前年同期比1.3％増の1,374

億円となりました。

〔中　国〕

自動車生産台数の小型車減税効果に伴う増加や新規受注の拡大はあるものの、第２四半期連結会計期間において

上海小糸車灯有限公司（以下、「上海小糸社」といいます。）を持分法適用会社とした影響から、売上高は前年同

期比10.6％減の1,392億円となりました。

〔アジア〕

自動車生産台数が増加するなか、インドやタイ、インドネシアにおける新規受注の拡大、二輪車ランプのＬＥＤ

化進展等により、売上高は前年同期比16.3％増の695億円となりました。

〔欧　州〕

自動車生産は堅調に推移、新規受注の拡大やＬＥＤ化進展により、売上高は前年同期比44.3％増の320億円となり

ました。

〔その他〕

前期より、ブラジル生産子会社設立に伴いセグメント情報の区分に「その他」を追加しております。なお、ブラ

ジル子会社は平成30年5月生産開始予定です。

 

利益につきましては、上記売上増の効果に加え、国内外における改善合理化を推進したことにより、営業利益は前

年同期比16.9％増の743億円、経常利益は前年同期比19.5％増の788億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年

同期比19.0％増の475億円となりました。

 

当第３四半期末の資産の残高は、現金及び預金が増加するなか、上海小糸社を持分法適用会社としたことに伴い、

投資有価証券が増加、一方で受取手形及び売掛金など流動資産が減少したこと等により、前期末に比べ146億円減少

の6,437億円となりました。

負債の残高は、上海小糸社を持分法適用会社としたことに伴い、支払手形及び買掛金などが減少したこと等によ

り、前期末に比べ518億円減少の2,255億円となりました。

純資産の残高は、利益剰余金が増加したこと等から、前期末に比べ372億円増加の4,182億円となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益768億円、減価償却費237億円を主体に993億円

となり、法人税等を支払った結果、736億円(前年同期比2.8%増)の資金を確保いたしました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資309億円、及び定期預金の預入等を実施した結果、445億円(同

29.8%増)の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済8億円、配当金等の支払い152億円等を実施した結果、160億

円(同3.7%増)の支出となりました。

以上により、現金及び現金同等物の期末残高は、上海小糸社を持分法適用会社としたことによる減少額とあわせ

て、前期末に比べ49億円増加の444億円となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値

の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上してい

くことを可能とする者である必要があると考えております。

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応

じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきものであると考えております。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グルー

プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報

が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

また、当社グループは、企業価値の拡大・最大化を実現するため、次の取組みを行っております。

（ⅰ）自動車産業の世界最適生産の拡大に対応すべく、海外における開発・生産・販売部門を更に強化するなど、

グローバル５極体制（日本・北米・欧州・中国・アジア）の充実を図る。

（ⅱ）お客様・市場ニーズを先取りした先端技術の開発と迅速な商品化を図り、タイムリーに魅力ある商品を提供

する。

（ⅲ）高品質・安全性を追求すると共に、環境保全及びコンプライアンス強化を推進する。

（ⅳ）経営資源の確保と有効活用により、収益構造・企業体質の更なる強化を図る。

当該取組みを着実に実行することにより、当社グループの持つ経営資源を有効に活用するとともに、様々なス

テークホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資す

ることができると考えております。なお、この取組みは、当社グループの企業価値を継続的かつ持続的に向上させ

るものとして策定されていることから、基本方針に沿っており、株主共同の利益を損なうものではなく、かつ当社

役員の地位の維持を目的とするものではないと、取締役会は判断しております。

 

（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、28,645百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月２日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 160,789,436 160,789,436
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は

100株

計 160,789,436 160,789,436 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 160,789 － 14,270 － 17,107

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 57,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 160,694,200 1,606,942 －

単元未満株式 普通株式 37,336 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  160,789,436 － －

総株主の議決権 － 1,606,942 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数10個）が含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合
（％）

㈱小糸製作所 東京都港区高輪四丁目８番３号 57,900 － 57,900 0.04

計 － 57,900 － 57,900 0.04

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 206,956 226,821

受取手形及び売掛金 136,251 106,419

電子記録債権 11,589 13,261

たな卸資産 66,332 62,674

繰延税金資産 4,558 659

その他 36,035 24,347

貸倒引当金 △843 △490

流動資産合計 460,880 433,693

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 42,829 38,556

機械装置及び運搬具（純額） 55,911 52,892

工具、器具及び備品（純額） 18,768 13,776

土地 14,718 15,018

建設仮勘定 9,310 15,677

有形固定資産合計 141,538 135,922

無形固定資産 1,985 2,249

投資その他の資産   

投資有価証券 46,889 66,237

破産更生債権等 60 60

繰延税金資産 5,522 4,064

その他 1,768 1,804

貸倒引当金 △302 △293

投資その他の資産合計 53,937 71,872

固定資産合計 197,460 210,043

資産合計 658,341 643,737
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 127,126 89,536

電子記録債務 16,366 15,237

短期借入金 21,885 14,408

未払費用 18,269 24,081

未払法人税等 15,122 9,155

賞与引当金 5,767 2,304

製品保証引当金 3,070 2,497

訴訟損失引当金 3,393 －

その他 11,987 13,523

流動負債合計 222,989 170,744

固定負債   

長期借入金 13,172 13,448

繰延税金負債 6,516 6,733

役員退職慰労引当金 363 407

製品保証引当金 5,201 5,034

環境対策引当金 193 193

退職給付に係る負債 26,838 26,612

その他 2,066 2,328

固定負債合計 54,351 54,759

負債合計 277,340 225,504

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,270 14,270

資本剰余金 17,107 17,281

利益剰余金 278,755 315,022

自己株式 △87 △54

株主資本合計 310,045 346,520

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 21,562 26,675

為替換算調整勘定 4,572 10,252

退職給付に係る調整累計額 △192 △371

その他の包括利益累計額合計 25,942 36,557

新株予約権 291 245

非支配株主持分 44,719 34,910

純資産合計 381,000 418,233

負債純資産合計 658,341 643,737
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 603,143 640,701

売上原価 497,864 523,701

売上総利益 105,278 116,999

販売費及び一般管理費 41,696 42,655

営業利益 63,581 74,344

営業外収益   

受取利息 554 765

受取配当金 1,285 1,206

持分法による投資利益 20 794

為替差益 190 179

その他 1,351 2,615

営業外収益合計 3,401 5,561

営業外費用   

支払利息 712 722

その他 260 304

営業外費用合計 973 1,026

経常利益 66,009 78,879

特別利益   

固定資産売却益 31 31

投資有価証券売却益 41 0

特別利益合計 73 31

特別損失   

固定資産除売却損 268 361

減損損失 － 156

災害損失 ※１ 985 －

投資有価証券評価損 32 －

独禁法関連損失 － ※２ 1,575

特別損失合計 1,287 2,093

税金等調整前四半期純利益 64,796 76,817

法人税、住民税及び事業税 17,772 18,439

法人税等調整額 1,252 4,365

法人税等合計 19,024 22,805

四半期純利益 45,771 54,012

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 39,938 47,517

非支配株主に帰属する四半期純利益 5,833 6,495
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  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,584 5,433

為替換算調整勘定 △822 5,318

退職給付に係る調整額 △128 △165

持分法適用会社に対する持分相当額 － 904

その他の包括利益合計 3,633 11,490

四半期包括利益 49,405 65,502

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 44,061 58,131

非支配株主に係る四半期包括利益 5,344 7,371
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 64,796 76,817

減価償却費 22,732 23,761

減損損失 － 156

株式報酬費用 － 96

持分法による投資損益（△は益） △20 △794

貸倒引当金の増減額（△は減少） 115 △356

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △587 △499

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,060 △2,958

製品保証引当金の増減額（△は減少） △208 △740

受取利息及び受取配当金 △1,839 △1,971

支払利息 712 722

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △41 △0

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 32 －

有形固定資産除売却損益（△は益） 236 330

独禁法関連損失 － 1,575

災害損失 985 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,604 6,095

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,235 △6,496

その他の流動資産の増減額（△は増加） △6,732 119

仕入債務の増減額（△は減少） 14,244 △3,753

未払費用の増減額（△は減少） 397 4,881

その他 919 2,389

小計 88,050 99,374

利息及び配当金の受取額 1,839 1,971

利息の支払額 △712 △722

独禁法関連損失の支払額 － △4,999

災害損失の支払額 △414 －

法人税等の支払額 △17,130 △21,954

営業活動によるキャッシュ・フロー 71,633 73,670

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △95,785 △129,506

定期預金の払戻による収入 88,124 115,779

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △15 △54

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 460 38

有形固定資産の取得による支出 △27,673 △30,994

有形固定資産の売却・除却による収支(△は支出) 143 141

貸付けによる支出 △5 △1

貸付金の回収による収入 11 9

その他 453 67

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,287 △44,521
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  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,267 △885

長期借入れによる収入 1,474 1,976

長期借入金の返済による支出 △573 △1,917

自己株式の取得による支出 △0 △1

ストックオプションの行使による収入 － 0

親会社による配当金の支払額 △6,167 △10,795

非支配株主への配当金の支払額 △3,966 △4,445

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,499 △16,067

現金及び現金同等物に係る換算差額 △884 1,468

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,963 14,550

現金及び現金同等物の期首残高 31,886 39,500

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － ※２ △9,624

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 52,849 ※１ 44,425
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

当社は、平成29年９月28日開催の取締役会において、当社の連結子会社である上海小糸車灯有限公司との

間における現行生産品の取扱いにかかる契約を、従来に比して、より限定的な内容の技術に関する契約に変

更し締結することを決議し、同日、締結いたしました。当該契約締結に伴い、当社の上海小糸車灯有限公司

に対する実質的な支配力が無くなったため、第２四半期連結会計期間末より、連結の範囲から除外し、持分

法適用の範囲に含めております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

上記の「（1）連結の範囲の重要な変更」に記載のとおり、第２四半期連結会計期間末より、上海小糸車灯

有限公司を持分法適用の範囲に含めております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　偶発債務

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

訴訟事項 当社及び連結子会社であるノースアメリ

カンライティングインクは、自動車用ラン

プについて調整行為を行った等として、カ

ナダにおいて損害賠償請求訴訟を提起され

ております。また、米国においても同種の

訴訟が提起されております。当該訴訟につ

いては一部、訴訟損失引当金を計上してお

ります。

当社及び連結子会社であるノースアメリ

カンライティングインクは、自動車用ラン

プについて調整行為を行った等として、カ

ナダにおいて損害賠償請求訴訟を提起され

ております。また、米国においても同種の

訴訟が提起されております。当該訴訟につ

いては一部、米国の原告らとの間で和解に

合意しております。

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　災害損失

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

連結子会社であるインディアジャパンライティングプライベートリミテッドの工場火災に伴う固定資産及

びたな卸資産の損失等であります。

 

※２　独禁法関連損失

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

一部自動車部品の取引における独禁法関連の和解金であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 191,219百万円 226,821百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △138,370 △182,396

現金及び現金同等物 52,849 44,425

 

※２　実質的な支配力が無くなったことにより連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

平成29年９月28日開催の取締役会において、上海小糸車灯有限公司との間における現行生産品の取扱いに

かかる契約を、従来に比して、より限定的な内容の技術に関する契約に変更し契約することを決議し、同

日、締結いたしました。当該契約締結により、実質的な支配力が無くなったため、連結の範囲から除外した

上海小糸車灯有限公司の連結除外時点の資産及び負債の内訳並びに連結除外に伴う現金及び現金同等物の減

少額との関係は次のとおりであります。

 

流動資産（除く現金及び現金同等物） 41,430 百万円

固定資産 25,945  

流動負債 △51,876  

固定負債 △114  

純資産 △25,010  

差引　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △9,624  

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 3,213 20 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年10月25日

取締役会
普通株式 3,213 20 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 5,463 34 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年10月26日

取締役会
普通株式 5,786 36 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 日本 北米 中国 アジア 欧州 その他 合計
調整額
(注)１

四半期
連結
財務諸表
計上額
(注)３

売上高          

外部顧客への売上高 229,723 135,718 155,773 59,742 22,184 － 603,143 － 603,143

セグメント間の内部売上高

又は振替高
125,154 13 3,463 5,684 1,211 － 135,528 (135,528) －

計 354,878 135,732 159,237 65,427 23,395 － 738,671 (135,528) 603,143

セグメント利益又は損失(△) 29,795 13,707 11,243 6,322 2,621 △11 63,680 (98) 63,581

　（注）１．セグメント利益又は損失（営業利益）の調整額△98百万円には、セグメント間取引消去3,905百万円及び

配賦不能営業費用△4,004百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、親会社本社の総務・経理部

門等の管理部門に係る費用であります。

２．日本、中国以外の各セグメントに属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1)北米　…米国、メキシコ

(2)アジア…タイ、インドネシア、台湾、インド

(3)欧州　…英国、チェコ

(4)その他…ブラジル

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 日本 北米 中国 アジア 欧州 その他 合計
調整額
(注)１

四半期
連結
財務諸表
計上額
(注)３

売上高          

外部顧客への売上高 262,477 137,417 139,286 69,502 32,015 3 640,701 － 640,701

セグメント間の内部売上高

又は振替高
149,567 18 2,480 6,260 1,064 － 159,390 (159,390) －

計 412,044 137,435 141,766 75,762 33,079 3 800,092 (159,390) 640,701

セグメント利益又は損失(△) 39,523 12,954 11,406 7,444 3,426 △300 74,455 (110) 74,344

　（注）１．セグメント利益又は損失（営業利益）の調整額△110百万円には、セグメント間取引消去4,407百万円及び

配賦不能営業費用△4,518百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、親会社本社の総務・経理部

門等の管理部門に係る費用であります。

２．日本、中国以外の各セグメントに属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1)北米　…米国、メキシコ

(2)アジア…タイ、インドネシア、台湾、インド、マレーシア

(3)欧州　…英国、チェコ

(4)その他…ブラジル

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益金額 248円54銭 295円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
39,938 47,517

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
39,938 47,517

普通株式の期中平均株式数（千株） 160,693 160,718

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 248円44銭 295円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

四半期純利益調整額（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 62 56

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成29年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・5,786百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・36円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成29年12月５日

(注)　平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成30年２月２日

株式会社小糸製作所

取締役会　御中
 

明治アーク監査法人
 

 
　　　指定社員

　　　業務執行社員
公認会計士 　小　貫　泰　志　印

 

 

 

　　　指定社員

　　　業務執行社員

 

公認会計士

 

 

　塚　越　継　弘　印
 

 

 

 

　　　指定社員

　　　業務執行社員

 

公認会計士

 

 

　諏　訪　由　枝　印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小糸製

作所の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小糸製作所及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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